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法人所得税（以下、CIT）
土地の収用により住所を移転された企業に対するCIT

2014年3月18日付で税務総局は土地の収用により住所を移転された企業に対する
CITに関するガイドラインとしてオフィシャルレター（以下、OL）877/TCT-CSを発
行しました。当該OLによると、国が出資していない企業が住所を移転された際に
受取った資産補償金及び移転補助金について、関連費用を差し引いた後の残存部
分はCIT上「その他の所得」として処理されます。

付加価値税（以下、VAT）
みなし輸出入取引（On-the-spot import and export）に対するVAT

税務総局が2014年3月24日付で発行したOL951/TCT-CSによると、外国契約者とみな
し輸入企業間の契約書に基づくみなし輸出入取引により、外国契約者にベトナム
所得が生じる場合、外国契約者に対する外国契約者税のVAT義務は以下の通りとな
ります。

• サービスを伴わない物品の輸入の場合、輸入時のVATは発生しますが、外国契
約者に対する外国契約者税のVAT義務は発生しません。

• 契約書上、物品とサービスの対価が分かれて記載されている場合、サービス
の対価について外国契約者税のVAT義務が発生します。契約書上、物品とサー
ビスの対価が分かれて記載されていない場合、当該全額について外国契約者
税のVAT義務が発生します。

貸付利息に対するVAT

税務総局が2014年3月13日付で発行したOL798/TCT-CSによると、企業間貸付契約書
から生じた貸付利息はVATの対象外になります。利息を受け取る時、貸手はVATイ
ンボイスを発行し、当該インボイスのVAT率、VAT額の欄に数字を記載せず、打ち
消し線を引く必要があります。

輸入関税
工場又は倉庫を賃借している企業に対する輸入の275日ルールの適用

企業は、輸出品生産のための原料輸入について、通関申告書提出日から275日以内
に完成した製品を国外へ輸出する場合には、輸入時に輸入税を納税する必要があ
りません。（275日ルール）

財政省が2014年4月26日付で発行したOL5495/BCT-TCHQによると、個人や会社（工
業団地、輸出加工区、ハイテク区、経済特区、国境経済区の企業を含む）の工場
又は倉庫を賃借している企業は、以下の要件を両方とも満たした場合、上記275日
ルールの適用が考えられます。

• 賃貸借契約書は法律に従い締結されている

• 賃貸借期間が輸出品の生産に関する契約期間より長い
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